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１．概要と特例措置
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雇用調整助成金について
雇用調整助成金とは、経済的な理由により事業を縮小しな

ければならなくなった事業主が、労働者に対して一時的に休
業、教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用の維持を図った
場合に、休業手当等の一部を助成するものです。

令和２年４月１日から９月３０日までは新型コロナウイル
ス感染症の影響による緊急対応措置として申請要件の緩和や
申請書類の簡素化が図られています。

※本資料は無床診療所の「休業」を対象として雇用調整助成
金申請書の書き方について、クリニックの院長先生、事務担
当者に分かりやすい様に、厚生労働省の資料よりも簡単な表
現で解説したものです。制度の概要・詳細につきましては厚
生労働省のマニュアル・ガイドブック・支給要領・ＦＡＱ等
をご確認ください。
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主な申請要件の緩和、申請書類の簡素
化について①

通常の場合 特例措置（４／１～９／３０）

経済的理由による事業縮小 新型コロナの影響を受ける

当年前年比較３か月平均の収入１０％以上低下 収入５％以上低下、比較月は柔軟に対応[new]

雇用保険被保険者対象 雇用保険被保険者以外の職員も対象

助成率 中小企業２／３ 大企業１／２ 助成率 中小企業４／５ 大企業２／３
解雇なければ中小企業10／10 大企業３／４[new]

事前に計画を提出しなければならない 計画は提出不要 [new]

１人１日上限8,330円 １人１日上限15,000円[new]

以前受けている場合は対象期間の終わりから１年は助成金
を受けられない（クーリング期間）

クーリング期間撤廃

雇用保険被保険者になって半年未満は対象外 雇用保険被保険者になって半年未満でも対象

支給限度日数 １年１００日 ３年１５０日 上記の対象期間＋通常の支給限度日数

短時間休業は事業所全体で一斉に行う 短時間休業は事業所全体でなくても部署・職種・シフトご
とに行えばよい
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主な申請要件の緩和、申請書類の簡素
化について②

通常の場合 特例措置（４／１～９／３０）

休業規模（休業延べ日数÷対象職員１か月の総勤務日数）
は中小企業1/20、大企業1/15以上

休業規模は中小企業1/40、大企業1/30以上に緩和

休業月に残業したら休業日から差引（残業相殺） 残業相殺を停止

教育訓練に対する加算１２００円／日 教育訓練加算中小企業2400円/日大企業1800円/日

計画届提出直近の収入低下が分かる残高試算表、総勘定元
帳の添付

計画届提出直近の収入低下が分かる資料
（例：比較する月の収入を集計した任意の書類）

休業教育訓練計画一覧表・雇用調整実施事業所の雇用指標
の状況に関する申出書・直近の労働保険料に関する資料・
登記簿の添付

不要

休業協定書に、労働者代表選任書と職員個々人の委任状を
添付

職員個々人の委任状の添付は不要
（作って保管しておくだけでよい）

支給申請の時に添付する出勤簿・タイムカード・賃金台帳 手書きのシフト表などでもよい
賃金台帳については給与明細コピーでもよい
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２．計画について
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計画について

雇用調整助成金は休業に対して助成金が支給される
制度ですが、あらかじめ休業の計画を立てて、職員代
表者と書面で休業協定を結ばなければなりません。
（特例期間中は計画届の提出が不要になりました）
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休業協定書の作成方法（パターン①）
休業を行うに当たってはまず休業協定書を作成しましょう。

協定の期間は原則１ヶ月ですが、
休業を予定する１ヶ月以上の期間
で結ぶ事もできます。

署名でなくてもＯＫ
認印でＯＫ（シヤチハタ印はダメ）

原則発効日（計画日）
以前の日付で記入（休
業日でない事）

休業手当の計算ベースとなる賃
金を記載します。休業手当は直
近３ヶ月の平均賃金または所定
給与の６０％以上とします。
（職種によって％に差をつける
と助成金は低い方に合わせられ
てしまいます）

労働組合がある場合は、
組合の執行委員長、ない
場合は、職員を代表する
方を協定の労働者代表と
して選任します。
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所定労働時間の一部だけ休業（短時間休業）をする場合

休業協定書の作成方法（パターン②）

短時間休業をする場合
は、短時間休業をする
時間帯を書きます。複
数のパターンがある場
合は、それぞれのパ
ターンを記載します。

短時間休業の場合は、時間当た
りで休業手当を計算するため、
時間当たりの額の算定方法を追
加します。

休業日数は、全日休業す
る日と短時間休業する日
を分けて書きます。
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労働者の過半数の委任により労働者代表を選任します。

労働者代表の選任

過半数の記名押印（認
印）でも構いませんが、
可能であれば全員の署名
捺印を取っておきます。
（役員を除く全職員、シ
ヤチハタ印はダメ）

委任状は特例
期間では提出
不要の書類で
すが、労働局
から提出を求
められたら、
提出しなけれ
ばなりません。
必ず作成して
保管しておき
ましょう。

労働者代表選任届は計画届を事後に提出する場
合は計画届に添付する必要はありません。提出
する場合で、管轄労働局のホームページに独自
様式がある場合はその様式を使いましょう。
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向こう１年間で休業する予定の年間カレンダーを作っておきま
しょう（提出を求められることがあります）。

年間カレンダーの作成

休業日に〇を付けるな
どして、休診日と区別
が付くようにしておき
ます。
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元々の勤務シフトが分かるシフト表に、計画休業日を加えた
シフト表を作成しておきましょう（今お使いのシフト表に手書
きで休業日を加えて頂いても構いません）。

シフト表の作成方法について 12



出勤簿（タイムカード）の記載方法

休業日は備考欄に
「休業」と記載し、
公休日でない事が分
かる様にしておきま
す。
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給与明細の記載方法

月給者の場合は休業手
当と休業控除（※計算
方法は次のページ、図
は所定給与による計
算）を分けて記載。
時給者の場合は、休業
手当のみ記載します

勤怠項目には計画休業
日数を記載します。

14



休業手当、休業控除は平均賃金による方法と所定給与による
方法があります。
①平均賃金による方法
平均賃金は労働基準法第１２条により、直近３ヶ月の総支給

額の平均額を暦日数で割ったもの）です。労災の休業補償等に
用いられる計算方法と同じものです。
例）１月235,289円２月207,258円３月224,295円の場合
（235,289円+207,258円+224,295）÷（31日+29日+31日）
≒7,327円（１円未満端数四捨五入、２月は令和２年の日数）
ただし、欠勤が多く給料が少ない場合は、直近３ヶ月の総支

給額÷労働日数×０．６で算出し、暦日数で割ったものと比較し
て高い方を平均賃金とします。
この平均賃金×支給率（６０％以上で休業協定書で定めたも

の）を休業手当とし、平均賃金額そのものを休業控除とします。

休業手当、休業控除の計算方法① 15



②所定給与による方法
所定給与による方法の場合、月給者は所定給与額（基本給＋

諸手当）÷所定労働日数により求める事ができます。
例）（基本給180,000+役職手当20,000+職能手当5,000+通勤手
当5,000）÷所定労働日数21日=10,000円
時給の場合は時給×所定労働時間、日給の場合は日給そのも

のとなります。
この金額×支給率（６０％以上で休業協定書で定めたもの）

を休業手当とし、この金額そのものを休業控除とします。

【所定給与によるメリット】
計算が簡単、助成金が高くなる（所定給与を用いると前年度

の賃金総額÷前年度の所定日数×支給率となるが、平均賃金を用
いると賃金総額÷３６５×支給率となる）。

休業手当、休業控除の計算方法② 16



労働基準法で定める労働者名簿は添付しなくてもよくなりま
したが、任意の職員名簿・役員名簿の提出が必要なので、職員
名簿・役員名簿は作成しておきましょう。

職員名簿・役員名簿について 17



３．支給申請について
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支給申請書の提出に必要な書類
書類名 備 考

様式特第４号
雇用調整事業所の事業活動の状況に関する申出

書（最初の休業月の申請時のみ提出）

雇用保険被保険者以外は様式新第３号を使います
小規模事業主の雇用保険被保険者分については申出書は不要、下記添付書類のみ
比較月の事業収益が分かる書類のコピーを添付

様式新特第６号
支給要件確認申立書・役員等一覧

雇用保険被保険者以外は様式特第３号を使います
小規模事業主の雇用保険被保険者分については様式特小第３号を使います

様式新特第７号
（休業等）支給申請書

雇用保険被保険者以外は様式新第２号（１）緊急雇用安定助成金支給申請書を使い
ます
小規模事業主の雇用保険被保険者分については様式特小第１号を使います

様式新特第８号
助成額算定書

雇用保険被保険者以外は様式新第２号（２）休業計画・実績一覧表を使います
小規模事業主の雇用保険被保険者分については不要

様式新特第９号
休業・教育訓練実績一覧表

雇用保険被保険者以外は様式第２号（３）休業計画・実績一覧表を使います
小規模事業主の雇用保険被保険者分については様式特小第２号を使います

労働・休日の実績に関する書類 １．出勤簿、タイムカードのコピー
（代わりに手書きのシフト表などもＯＫ）

２．就業規則または労働条件通知書のコピー

休業手当・賃金の実績に関する書類 １．賃金台帳または給与明細のコピー
２．給与規程または労働条件通知書のコピー
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雇用調整事業所の事業活動の状況に関
する申出書の書き方

計画届を提出する月の
前月の事業収益とその
前年の同じ月の事業収
益とを比較して５％以
上下がっている事（前
年から５％下がってい
なければ前々年から
５％下がっていればＯ
ＫなのでＢには前々年
同月の総収入を記入し
ます。Ｃは９５以下に
なります）を確認しま
す。
※事業収益の分かる確
認資料を添付

１、２、３は「いい
え」、４は「はい」と
します（どの項目もこ
の逆になる理由があっ
たら申請できません）。

業種、新型コロナの影
響により収入が落ちた
事を書きます。

捨印
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休業実施事業所の事業活動の状況に関
する申出書について

雇用保険被保険者以外
の分については別の様
式を提出する必要があ
るので注意が必要です。
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実績一覧表の作成
全日休業した場合は
「④全日休業（日）」
に日数を記入、短時間
休業した場合は「⑤短
時間休業（時間）」に
時間数を記入します。

事後申請時はここに署
名または記名押印があ
れば、労働者代表選任
書の添付は不要です。
また、１０人を超え２
ページ以上になる場合
は１ページだけ署名ま
たは押印があれば構い
ません。

22

⑦は支給申請書「②休業
等の規模（４）月間所定
労働日数」へ、⑧⑨は助
成金算定書の「（８）月
間休業等延日数」へ転記
します。合計※のところ
は複数ページの小計の総
合計を記入します。

一番労働時間が長い従業員
の１日所定労働時間を記入
します。

青枠は自動計算



雇用保険被保険者以外の実績一覧表

全日休業した場合は
「③全日休業（日）」
に日数を記入、短時間
休業した場合は「④短
時間休業（時間）」に
時間数を記入します。
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⑤は支給申請書「②休業等
の規模（２）月間所定労働
延日数」へ、⑥⑦は助成金
算定書の「（６）対象労働
者の休業延日数」へ転記し
ます。合計※のところは複
数ページの小計の総合計を
記入します。

一番労働時間が長い従業員
の１日所定労働時間を記入
します。

休業対象者の合
計を記入します



労働保険の賃金総額と助成金額

助成金額を算定するのに使う賃
金額は実際に支払った休業手当
ではなく、前年度の雇用保険料
を算定するのに使った賃金総額
を使います。
この金額を前年度の所定労働日
数（または３６５）×前年度の
月平均雇用保険被保険者数で
割って、休業協定書で定めた支
給率をかけたものが実際にもら
える助成金の１日当たりの単価
となります。
（２５ページ参照） 注）雇用保険の適用事業所単独で申

請する場合で、労働保険料だけを一
括して支払っている場合、申請する
事業所単独の雇用保険料の賃金総額
と月平均の雇用保険被保険者数を算
出する必要があります。

前年度の月平均雇用保険被保険者数
（次のページ参照）
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所得税徴収高計算書（源泉税の納付書）
を使う場合について

助成金額を算定するのに使う賃金
額については所得税徴収高計算書
（源泉税の納付書）を使う事がで
きます。

注）職員給与に対して役員報酬が相
対的に高額と認められる場合は、調
査対象になる可能性があります。特
に医療法人の理事長報酬は高額な場
合が多いため、源泉税の納付書を採
用する場合は注意が必要です。

25

源泉税の納付書については、
休業月の年度または休業月の
前年度の任意の月のものを採
用する事ができます。



助成額算定書の作成

前年度の労働保険確定
保険料申告書の賃金総
額（２４ページの賃金
総額）を記入します。

労働保険料申告書の雇用保険
被保険者数を記入します。源
泉税の納付書を採用した場合
は、納付書の人員の数字を記
入します。

所定給与で休業手当を計算した場合は
前年度の所定労働日数を記入します。
職種によって所定労働日数が異なる場
合は、下記の様に按分します。
例）260日2人 245日3人
（260日×2日＋245日×3人）÷5人＝
251日
平均賃金で休業手当を計算した場合は
「365」と記載します。源泉税の納付
書を採用した場合は「30」と記載しま
す。

26

休業手当の支給率を記
入します（短時間休業
した場合は短時間休業
のところにも記入）。

プルダウンメニューから助
成率を選びます。
解雇してない中小企業10/10
解雇した中小企業 4/5
解雇してない中小企業3/4
解雇した中小企業 2/3

実績一覧表⑧の日数を転記します。
（短時間休業した場合は短時間休業
のところに実績一覧表⑨から転記） 。

青枠は自動計算

採用する賃金総額について労働保
険料確定保険料申告書または所得
税徴収高計算書のいずれかを選択
します。



雇用保険被保険者以外の助成額算定書

雇用保険被保険者と異
なり、雇用保険被保険
者以外の職員に実際に
支払った休業手当の総
額を記入します。

27

実績一覧表⑩の時間数を
転記します。

プルダウンメニューから助成
率の項目を選びます。

実績一覧表⑥の日数を転記します。
（短時間休業した場合は短時間休業
のところに実績一覧表⑦から転記） 。



支給申請書の作成

実績一覧表⑦の日数を転
記します。

28

具体的な事業の内容を上
段に、日本標準産業分類
中分類の番号、項目名を
下段に記入します。

青枠、黄枠は自動計算



雇用保険被保険者以外の支給申請書

実績一覧表⑤の日数を転
記します。

29

青枠は自動計算



支給要件確認申立書の作成① 30

4が「いいえ」または4が「はい」の場合で5が「いいえ」、6～10は
「いいえ」、11～15が「はい」でなければ助成金は出ません。

18が「いいえ」または18が「はい」でも16と17
が「いいえ」の場合は助成率が下がります。



支給要件確認申立書の作成② 31

雇用保険被保険者以外分は別に用意します



４．小規模事業主の支給申請について
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小規模事業主の支給申請書の作成 33

経済上の理由または休業
の規模が「いいえ」の場
合は助成金は出ません。
雇用の維持が「いいえ」
の場合、助成率が下がり
ます。

この欄の黄枠は自動計算
（休業実績一覧表より自動
転記）

分院がある場合は分院ごと
に作成します。

職員数が概ね２０人以下
の場合や個人の病医院の
場合（※）は作成枚数や
添付書類が大幅に削減さ
れた小規模事業主の様式
を採用する事ができます。
（雇用保険被保険者分に
限る）
※明確な定義はなく、人
数に関係なくこの様式を
採用する事が可能です。
ただし、実際に支給した
休業手当を用いるので、
保険料申告書等を使う通
常様式と異なり、実際に
支払った休業手当より助
成金が高く場合はありま
せん。



小規模事業主の休業実績一覧表の作成 34

全日休業した場合は「③１日休
業した日数（日）」に日数を記
入、短時間休業した場合は「④
１日のうち一部休業した時間数
（時間）」に時間数を記入しま
す。
⑤については、申請する休業月
に実際に支給した休業手当を記
入します。

主な従業員の１日所定労働
時間を記入します。

申請する休業月の休業手
当の支給率を記入します。

フルタイムの職員数を記入
します。

申請する給料の計算期間を
記入します。

黄枠は自動計算



小規模事業主の支給申請書の作成 35

1も2も「いいえ」の場合または3～12が「い
いえ」の場合は助成金は出ません。

医療法人の場合
は役員等一覧を
添付します（個
人事業の場合は
不要）。

個人事業の
場合は院長
の生年月日
を記入しま
す。



再申請について 36

６月１２日の改定で、１日上限は１５，０００円に
なり、解雇等をしていなければ支給率が１００％に
なったため、これまで低い支給率で支給していた場合
は支給率を変更して差額を追加支給することにより再
申請をして追加支給分の助成が受けられる様になりま
した。
再申請時の様式は

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

koyouchouseijoseikin_20200410_forms_00003.html

で公開されています。通常様式と異なり右上に 再と書
いてありますのでご注意ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms_00003.html


最後に
不足する医療スタッフの離職を防止するため、雇用調整助成

金を活用し、雇用の維持にお役立てください。ご不明な点がご
ざいましたら、医業経営研鑽会会員の社会保険労務士に是非ご
相談ください。

※雇用調整助成金は提出先によりローカルルールがあります。
本資料のまま申請書を作成しても訂正を求められる事がありま
す。その場合は、労働局またはハローワークの指示に従ってく
ださい。
※本資料の内容は令和２年６月１８日現在のものです。今後改
定があった場合には可能な限り速やかに本資料の改定を致しま
す。（本資料の無断転載・加工等を禁じます）
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